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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成15年９月期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間

純損失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．上記２以外の会計期間（年度）の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

回次 第148期中 第149期中 第150期中 第148期 第149期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 24,163 26,042 32,060 48,943 55,291 

経常損益（百万円） △285 925 2,499 △522 2,780 

中間（当期）純損益
（百万円） 

△306 409 1,461 2,566 1,256 

純資産額（百万円） 24,499 27,319 29,482 26,979 27,970 

総資産額（百万円） 62,909 50,427 55,992 54,215 52,622 

１株当たり純資産額
（円） 

749.26 835.61 901.93 825.15 855.61 

１株当たり中間（当
期）純損益金額（円） 

△9.36 12.51 44.72 78.48 38.43 

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額（円） 

- - -  - -  

自己資本比率（％） 38.9 54.2 52.7 49.8 53.2 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 
（百万円） 

935 △1,330 1,081 5,490 2,183 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 
（百万円） 

△915 5,388 △300 △4,012 5,159 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 
（百万円） 

△198 △368 121 △610 △960 

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高
（百万円） 

2,596 7,326 10,928 3,634 10,009 

従業員数（人） 1,243 1,153 1,280 1,218 1,212 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成15年９月期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損

失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．上記２以外の会計期間（年度）の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

回次 第148期中 第149期中 第150期中 第148期 第149期 

会計期間 

自平成15年 

４月１日 

至平成15年 

９月30日 

自平成16年

４月１日 

至平成16年 

９月30日 

自平成17年

４月１日 

至平成17年 

９月30日 

自平成15年 

４月１日 

至平成16年 

３月31日 

自平成16年

４月１日 

至平成17年 

３月31日 

売上高（百万円） 17,216 19,212 23,432 36,546 41,809 

経常損益（百万円） △212 732 2,014 △258 2,407 

中間（当期）純損益
（百万円） 

△258 319 1,249 2,406 1,172 

資本金（百万円） 4,801 4,801 4,801 4,801 4,801 

発行済株式総数（株） 32,710,436 32,710,436 32,710,436 32,710,436 32,710,436 

純資産額（百万円） 23,906 26,720 28,618 26,471 27,468 

総資産額（百万円） 53,162 41,904 46,427 45,691 44,683 

１株当たり純資産額
（円） 

731.12 817.27 875.51 809.63 840.25 

１株当たり中間（当
期）純損益金額（円） 

△7.92 9.78 38.24 73.59 35.85 

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額（円） 

- - - - - 

１株当たり中間（年
間）配当額（円） 

3 3 4 6 6 

自己資本比率（％） 45.0 63.8 61.6 57.9 61.5 

従業員数（人） 584 539 549 564 517 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

(2）提出会社の状況 

(3）労働組合の状況 

 組合員数は平成17年9月30日現在515人で、提出会社の労働組合は１支部を除き、日本基幹産業労働組合連合会に

加盟しております。また、連結子会社のうち、労働組合を結成している会社の労働組合は上部団体のＪＡＭに加盟

しております。 

 なお、その活動方針は穏健であります。 

 平成17年9月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

鋼管事業 1,251 

不動産賃貸事業 1 

全社（共通） 28 

合計 1,280 

  平成17年9月30日現在

従業員数（人） 549 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、好調な海外景気に支えられ製造業が業績回復に転じる中、設備投資の増

加、雇用環境改善に伴う個人消費の回復等、昨年度から引き続き景気回復の途をたどってまいりました。一方で原

油価格の高騰、中国経済失速の恐れ等、景気腰折れの懸念材料もあり、今後の景気動向については十分注意を払っ

ていく必要があります。 

 当社グループ国内各社の主要な販売先につきましては、土木・建築分野は、民間需要が好調に推移したものの、

公共事業は依然低迷しており、全体としては弱含みで推移いたしました。一方で、自動車・建設機械分野は、前期

に引き続き、高水準の需要を維持しました。自動車産業においては、平成16年には国内自動車生産台数が3年連続

で1,000万台を超え、また日本メーカーの海外生産についても前年比119万台増の979万台を記録するなど、好調を

維持しております。 

 当社グループ国内各社におきましては、中長期的な観点から、土木・建築分野の低迷の長期化が避けられないこ

と、また、自動車・建機分野についても、長期的には生産拠点の海外移転の進展、国内向け販売の低迷等により、

国内自動車生産台数が大幅に増加する可能性は低いと思われることから、生産・販売量の大幅な増加は望めないと

の認識のもと、抜本的な経営合理化を進めております。 

 こういった状況の中で、当中間連結会計期間の当社グループ各社の生産・販売は、順調に推移しておりますが、

収益面では、主要な原材料であります熱延、冷延コイルの価格が上昇し、当社グループ各社の経営を圧迫いたしま

した。こういった原材料の価格アップを吸収すべく、製品価格の改定に全力で取組んでまいりました。 

 当社の連結子会社シーモア・チュービング・インク（ＳＴＩ）がありますアメリカにつきましては、原油の高騰

等による個人消費の落ち込みはあるものの、全体としては依然持続的な安定成長を続けています。ＳＴＩの主要な

販売先であります自動車産業に関しましても、日系自動車会社を中心として好調に推移しております。 

 ＳＴＩにおいては、生産性の向上、経費圧縮に努めるとともに、製品価格の改定にも全力で取り組んでまいりま

した。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の連結売上高は、販売価格の上昇もあり、32,060百万円（前年同期比 6,017

百万円、23.1%増）となりました。また連結経常利益2,499百万円(同 1,573百万円、170.0%増)、連結中間純利益

1,461百万円（同 1,052百万円、257.4%増)を計上することができました。   

 なお、事業の種類別セグメント業績は次の通りであります。 

① 鋼管事業 

 連結売上高は31,957百万円(同 6,014百万円、23.2%増)、連結営業利益は2,527百万円(同 1,593百万円、170.7%

増)となりました。 

② 不動産賃貸事業 

 連結売上高は102百万円(同 2百万円、3.0%増)、連結営業利益は48百万円(同 2百万円、5.3%増)となりました。 

 また、所在地別セグメント業績は次の通りであります。 

① 日本 

 連結売上高は24,440百万円(同 4,218百万円、20.9%増)、連結営業利益は2,056百万円(同 1,234百万円、150.2%

増)となりました。 

② 米国 

 連結売上高は7,576百万円(同 1,756百万円、30.2%増)、連結営業利益は581百万円(同 424百万円、269.0%増)と

なりました。 

③ 中国 

 連結売上高は43百万円、連結営業損失は62百万円となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動による減

少△300百万円がありましたが、営業活動によるキャッシュ・フローのプラス1,081百万円があり、前連結会計年度

末に比べ919百万円増加し、当中間連結会計期間末には10,928百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は1,081百万円（前年同期は1,330万円の減少）となりました。これは主に、税金等

調整前中間純利益2,553百万円と、減価償却費の計上1,014百万円等による増加と、売上債権の増加による△1,432

百万円及びたな卸資産の増加による△1,245百万円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、300百万円の減少（前年同期は5,388百万円の増加）となりました。これは有形固定資産の取得

による支出412百万円と有形固定資産の売却による収入68百万円等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、121百万円（前年同期は368百万円の減少）となりました。これは短期借入金の

増加による収入412百万円と少数株主からの払込による収入100百万円、長期借入金の返済による支出290百万円及

び配当金の支払による支出98百万円等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績は次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によるものです。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況は次のとおりであります。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．鋼管事業の前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績

の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

鋼管事業 31,300 129.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

鋼管事業 1,402 124.1 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

鋼管事業 32,717 122.0 4,758 119.8 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

鋼管事業 31,957 123.2 

不動産賃貸事業 102 103.0 

合計 32,060 123.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

住友金属工業株式会社 2,015 7.7 2,202 6.9 

住友商事株式会社 8,390 32.2 10,413 32.5 

住金物産株式会社 3,824 14.7 4,992 15.6 



３【対処すべき課題】 

（１）基本戦略 

 国内事業に関しましては、縮小するマーケットの中でシェアの維持、拡大を図るため、コスト、品質、納期で業

界トップの地位を維持すべく、全力で取り組んでまいります。また、徹底したスリム化を進め、厳しい時代に生き

残ることのできる強固な経営体質を作り上げます。 

 海外事業に関しましては、積極的に事業の強化・拡大を図り、海外移転を進めているお客様への対応力を強化す

るとともに、当社事業規模の全体としての維持拡大を目指します。 

（２）製造拠点 

 国内におきましては、西の拠点の関西事業所（和歌山・大阪）、東の拠点の鹿島事業所、引抜鋼管専門の子会社

株式会社三日市鋼管製造所の３拠点をフルに活用し、事業強化を図ってまいります。また、海外におきましても、

アメリカにおけるＳＴＩと中国における広州友日汽車配件有限公司（連結子会社、以下ＧＹＡ）、当社の親会社で

あります住友金属工業株式会社（以下住友金属）出資のタイスチールパイプ及びベトナムスチールプロダクツ、以

上４社と緊密な連携をとることで、世界的総合溶接鋼管メーカーとしての発展を目指してまいります。 

（３）品種別戦略 

 当社の事業分野は、自動車・建機用鋼管、建材用鋼管、電線管及び附属品の３つに大別されます。事業分野ごと

の経営戦略は以下のとおりです。 

・自動車・建機用鋼管 

 当社及び住友金属の保有する技術開発力、マーケット情報力を有機的に結びつけ、顧客ニーズを先取りした製品

開発を進めてまいります。 

 また、住友金属と連携することにより、素材から一貫した品質管理、材料設計による高品質製品をお客様に提供

してまいります。 

 自動車会社をはじめとする需要家生産拠点の海外移転に対応するため、世界（日本、アメリカ、アジア）で、日

本と同じレベルのサービスを実現することを基本戦略とし、中長期的な計画のもと、順次施策を実施してまいりま

す。 

・建材用鋼管 

 国内トップクラスのコスト、品質、納期競争力を武器に、全国に展開する当社及び住友金属の特約販売店網、流

通基地をフルに活用して、シェア向上を図ってまいります。 

・電線管及び附属品 

 明治44年の当社創業時から、営業を継続している当社の基幹商品のひとつであります。 

 なお、平成17年10月28日に松下電工株式会社（以下松下電工）との間で基本合意書を締結し、平成18年４月１日

を目標に、松下電工の電線管事業と統合すべく準備を進めることで合意いたしました。詳細は決まり次第報告いた

します。事業統合が完成すれば、販売、製造両面で今まで以上に強固な競争力を有する事業になります。  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

   当社グループは「総合溶接鋼管メーカー」として、社会的ニーズ・シーズに立脚した新製品・新技術の開発を積極

的に進めております。 

   研究開発は、当社の主力製品である自動車用鋼管を主体に、当社と住友金属総合技術研究所と連携して実施してお

り、研究開発費の総額は50百万円となっております。 

   その主な内容は、地球温暖化対策の為のCO2削減につながる永遠の追求課題である軽量化対応技術としての「ハイ

ドロフォーミング技術」「車体骨格への鋼管の適用技術」、環境対応技術としての「排ガス部品のステンレス鋼管技

術」、安全対応、特に衝突安全対応としての「車体鋼管部材の高強度化・高剛性化技術」等の技術開発であります。

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

(注)株式の消却が行われた場合、これに相当する株式数を減ずる旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 98,832,000 

計 98,832,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成17年12月19日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,710,436 32,710,436 東京証券取引所 
市場第一部 

－ 

計 32,710,436 32,710,436 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

  平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

          - 32,710,436            - 4,801 -  3,880 



(4）【大株主の状況】 

 （注）上記の株主の持株数には、信託業務に係る株式数が含まれている場合があります。 

 平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数(千

株) 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

住友金属工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 18,681 57.11 

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信

託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,265 3.87 

日本トラスティ・サー

ビス信託銀行株式会社

（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 540 1.65 

三井住友海上火災保険

株式会社 
東京都中央区新川二丁目27番２号 445 1.36 

資産管理サービス信託

銀行株式会社（証券投

資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 
361 1.10 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 287 0.88 

シービーエヌワイ デ

イエフエイ インター

ナショナル キャップ 

バリュー ポートフォ

リオ 

（常任代理人 シティ

バンク、エヌ・エイ 

東京支店 証券業務

部） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,CA 90401 USA 

 （東京都品川区東品川二丁目３番14号） 
272 0.83 

三菱証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 223 0.68 

バンク オブ ニュー

ヨーク ジーシーエム 

クライアント アカウ

ンツ イー アイエスジ

ー 

（常任代理人 株式会

社東京三菱銀行カスト

ディ業務部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 
218 0.67 

ドイツ証券会社 東京

支店 
東京都千代田区永田町二丁目11番１号 山王パークタワー 

177 0.54 

計 － 22,470 68.69 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   22,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,537,000 32,537 － 

単元未満株式 普通株式     151,436 － １単元(1,000株)未満
の株式数 

発行済株式総数      32,710,436  － － 

総株主の議決権 － 32,537 － 

 平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友鋼管株式会社 鹿嶋市大字光３番
地５ 

22,000 －  22,000 0.07 

計 － 22,000 －  22,000 0.07 

月別 平成17年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 497 528 513 606 688 774 

最低（円） 428 455 486 493 570 672 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   625   217   465  

２．受取手形及び売掛金   11,276   12,043   10,566  

３．たな卸資産   9,232   11,243   9,926  

４．繰延税金資産   321   369   257  

５．短期貸付金   6,702   10,715   9,546  

６．その他   406   730   1,100  

７．貸倒引当金   △19   △52   △68  

流動資産合計   28,546 56.6  35,267 63.0  31,794 60.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1)建物及び構築物 ※２ 9,551   9,733   9,439   

減価償却累計額  3,063 6,487  3,364 6,369  3,176 6,263  

(2)機械装置及び運搬具  22,523   23,023   21,789   

減価償却累計額  15,971 6,552  16,899 6,123  15,895 5,893  

(3)工具器具及び備品  1,731   1,718   1,677   

減価償却累計額  1,275 456  1,370 348  1,303 374  

(4)土地 ※２  5,914   5,938   5,944  

(5)建設仮勘定   51   170   68  

有形固定資産合計   19,462 38.6  18,950 33.8  18,545 35.2

２,無形固定資産   865 1.7  675 1.2  776 1.5

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券  256   237   237   

(2)関係会社出資金   359   -   359   

(3)賃貸用不動産 ※１ 807   778   793   

(4)繰延税金資産  26   25   25   

(5)その他  136   140   125   

(6)貸倒引当金  △34   △83   △35   

投資その他の資産合計   1,551 3.1  1,099 2.0  1,506 2.9

固定資産合計   21,880 43.4  20,725 37.0  20,827 39.6

資産合計   50,427 100.0  55,992 100.0  52,622 100.0

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   8,616   11,151   10,600  

２．短期借入金 ※２  1,979   2,459   1,819  

３．１年以内返済予定の長期
借入金 

※２  682   542   540  

４．未払金   1,610   1,640   2,111  

５．未払法人税等   181   1,206   77  

６．賞与引当金   360   374   383  

７．その他   1,365   1,326   1,186  

流動負債合計   14,796 29.3  18,701 33.4  16,719 31.8

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  1,690   1,170   1,350  

２．繰延税金負債   4,351   4,091   4,175  

３．退職給付引当金   1,247   1,321   1,395  

４．連結調整勘定   24   14   19  

５．その他   141   -   162  

固定負債合計   7,456 14.8  6,597 11.8  7,104 13.4

負債合計   22,252 44.1  25,299 45.2  23,824 45.2

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   855 1.7  1,211 2.1  827 1.6

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   4,801 9.5  4,801 8.6  4,801 9.1

Ⅱ 資本剰余金   3,880 7.7  3,880 6.9  3,880 7.4

Ⅲ 利益剰余金   18,938 37.6  21,051 37.6  19,688 37.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5 0.0  - -  -  - 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △302 △0.6  △245 △0.4  △394 △0.7

Ⅵ 自己株式   △4 △0.0  △7 △0.0  △5 △0.0

資本合計   27,319 54.2  29,482 52.7  27,970 53.2

負債、少数株主持分及び資
本合計   50,427 100.0  55,992 100.0  52,622 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   26,042 100.0  32,060 100.0  55,291 100.0 

Ⅱ 売上原価   22,274 85.5  26,596 83.0  46,984 85.0 

売上総利益   3,768 14.5  5,464 17.0  8,307 15.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  2,788 10.7  2,888 9.0  5,467 9.9 

営業利益   979 3.8  2,575 8.0  2,839 5.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  27   32   51   

２．受取配当金  1   23   1   

３．受取賃貸料  44   40   89   

４．法人税等還付加算
金  -   17   -   

５．未払金精算益  -   24   -   

６．その他  14 87 0.3 12 150 0.5 67 210 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  57   67   115   

２．受取賃貸料費用  27   25   48   

３．製品補償費  39   -   63   

４．開業費償却   -   99   -   

５．その他  17 141 0.5 34 227 0.7 42 269 0.5 

経常利益   925 3.6  2,499 7.8  2,780 5.0 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ -   57   9   

２．投資有価証券売却
益  -    -   11   

３．貸倒引当金戻入益  5 5 0.0  - 57 0.2 0 20 0.1 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※３ 29   -   145   

２．役員退職金  16   -   16   

３．退職給付会計基準
変更時差異処理額  216   -   432   

４．持分変動損失  -   2   -   

５．その他  - 262 1.0 - 2 0.0 8 602 1.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益 
  

  669 2.6  2,553 8.0  2,198 4.0 

法人税,住民税及
び事業税  168   1,318   922   

法人税等調整額  69 238 0.9 △227 1,091 3.4 △18 903 1.6 

少数株主利益（減
算）   21 0.1  0 0.0  38 0.1 

中間（当期）純利
益   409 1.6  1,461 4.6  1,256 2.3 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,871  3,880  3,871 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．連結子会社合併によ
る資本剰余金増加高 

 9 9 - - 9 9

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  3,880  3,880  3,880 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   18,637  19,688  18,637 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  409 409 1,461 1,461 1,256 1,256 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  98  98  196  

２．連結子会社合併によ
る利益剰余金減少高 

 9 107 - 98 9 205 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  18,938  21,051  19,688 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の
要約連結キャッシ
ュ・フロー計算書 
(自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日)

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  669 2,553 2,198 

減価償却費  1,056 1,014 2,070 

連結調整勘定償却  △4 △4 △9 

開業費償却   - 99  - 

退職給付引当金の増減額(減少：△)  140 △74 288 

貸倒引当金の増減額(減少：△)  △11 41 39 

賞与引当金の増減額(減少：△)  △9 △9 13 

受取利息及び受取配当金  △29 △55 △53 

支払利息  57 67 115 

有形固定資産売却益  - △57 △9 

有形固定資産除却損  29 12 145 

売上債権の増減額(増加：△)  △411 △1,432 229 

たな卸資産の増減額(増加：△)  △170 △1,245 △903 

その他流動資産の増減額(増加：△)  △14 446 △38 

仕入債務の増減額(減少：△)  16 467 2,172 

その他流動負債の増減額(減少：△)  △62 △372 57 

その他固定負債の増減額(減少：△)   - △162 48 

その他  43 △18 △4 

小計  1,298 1,269 6,357 

利息及び配当金の受取額  29 55 53 

利息の支払額  △57 △67 △115 

法人税等の支払額  △2,601 △176 △4,112 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,330 1,081 2,183 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △289 △412 △560 

無形固定資産の取得による支出  △1 △2 △27 

有形固定資産の売却による収入  - 68 1 

収用に係る補償金入金による収入  7,201  - 7,202 

収用に係る移転経費の支出  △1,532  - △1,532 

その他  9 46 75 

投資活動によるキャッシュ・フロー  5,388 △300 5,159 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額(減少：△)  61 412 △24 

長期借入金の返済による支出  △330 △290 △718 

少数株主からの払込による収入  -  100  - 

配当金の支払額  △98 △98 △193 

少数株主への配当金の支払額  △1 △1 △22 

自己株式取得による支出  △0 △1 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △368 121 △960 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  3 12 △7 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  3,691 914 6,375 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  3,634 10,009 3,634 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加  - 4 - 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  7,326 10,928 10,009 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社は株式会社

エヌピー・エック、日新

管材株式会社、日パイ管

材株式会社、日パイ興産

株式会社、日東金属工業

株式会社、株式会社三日

市鋼管製造所、及びシー

モア・チュービング・イ

ンクの７社であります。 

 なお、子会社である住

友鋼管（広州）汽車配件

有限公司は設立後の立ち

上げ段階であり、総資

産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合

う額）等は、中間連結財

務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため連結の

範囲から除いておりま

す。 

 連結子会社は株式会社

エヌピー・エック、日新

管材株式会社、日パイ興

産株式会社、日東金属工

業株式会社、株式会社三

日市鋼管製造所、シーモ

ア・チュービング・イン

ク及び広州友日汽車配件

有限公司の７社でありま

す。 

 前連結会計年度まで連

結の範囲から除いており

ました広州友日汽車配件

有限公司は、平成17年１

月より商業生産を開始

し、また新日本製鐵株式

会社による資本金の払込

が平成17年１月に行わ

れ、重要性が増したため

当中間連結会計期間より

連結の範囲に含めており

ます。 

  

 連結子会社は株式会社

エヌピー・エック、日新

管材株式会社、日パイ管

材株式会社、日パイ興産

株式会社、日東金属工業

株式会社、株式会社三日

市鋼管製造所及びシーモ

ア・チュービング・イン

クの７社であります。 

 前連結会計年度まで連

結の範囲に含めておりま

したニッポンパイプ・Ｕ

ＳＡ・コーポレーション

は前連結会計年度末に清

算致しましたので除外し

ております。 

 また、日パイ管材株式

会社は、平成16年９月15

日に住友鋼管株式会社と

合併いたしました。 

 なお、子会社である広

州友日汽車配件有限公司

（旧社名 住友鋼管（広

州）汽車配件有限公司）

は設立後の立ち上げ段階

であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等

は、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていない

ため連結の範囲から除い

ております。 

２．持分法の適用に関する事項  持分法非適用の非連結

子会社である住友鋼管

（広州）汽車配件有限公

司は、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結

財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため持分

法の適用範囲から除いて

おります。 

 該当事項はありませ

ん。 

 持分法非適用の非連結

子会社である広州友日汽

車配件有限公司（旧社名

住友鋼管（広州）汽車配

件有限公司）は、当期純

損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないた

め持分法の適用範囲から

除いております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

３．連結子会社の中間決算日（決

算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、シ

ーモア・チュービング・

インクの中間決算日は６

月30日であります。中間

連結財務諸表の作成にあ

たっては、同決算日現在

の財務諸表を使用してお

ります。その他の連結子

会社の中間期末日は、中

間連結決算日と同一であ

ります。 

 なお、中間連結決算日

との間に発生した重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。 

 連結子会社のうち、シ

ーモア・チュービング・

インク及び広州友日汽車

配件有限公司の中間決算

日は６月30日でありま

す。中間連結財務諸表の

作成にあたっては、同決

算日現在の財務諸表を使

用しております。その他

の連結子会社の中間期末

日は、中間連結決算日と

同一であります。 

 なお、中間連結決算日

との間に発生した重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。 

 連結子会社のうち、シ

ーモア・チュービング・

インクの決算日は12月31

日であります。連結財務

諸表の作成にあたって

は、同決算日現在の財務

諸表を使用しておりま

す。その他の連結子会社

の事業年度は、連結会計

年度と同一であります。 

 なお、連結決算日との

間に発生しました重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。  

４．連結調整勘定の償却に関する

事項 

 連結調整勘定の償却に

ついては５年間の均等償

却を行っております。 

同左 同左 

  

５．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

   

(イ）有価証券 その他有価証券 

(a）時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）に

よっております。 

その他有価証券 

(a）時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

(a）時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっ

ております。 

 (b）時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

(b）時価のないもの 

同左 

(b）時価のないもの 

同左 

(ロ）たな卸資産  当社及び国内連結子会

社は、主として総平均法

による原価法 

 ただし、貯蔵品のうち

使用中のロール等につい

ては、取得価額（処分見

込額控除後）の２分の１

で評価しております。 

 在外連結子会社は、先

入先出法による低価法 

 当社及び国内連結子会

社は、主として総平均法

による原価法 

 ただし、貯蔵品のうち

使用中のロール等につい

ては、取得価額（処分見

込額控除後）の２分の１

で評価しております。 

 在外連結子会社は、主

として先入先出法による

低価法 

 当社及び国内連結子会

社は、主として総平均法

による原価法 

 ただし、貯蔵品のうち

使用中のロール等につい

ては、取得価額（処分見

込額控除後）の２分の１

で評価しております。 

 在外連結子会社は、先

入先出法による低価法 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

   

(イ）有形固定資産  当社及び国内連結子会

社は、定率法 

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）につ

いては、定額法を採用し

ております。 

 在外連結子会社は、定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

 14年～47年 

同左  当社及び国内連結子会

社は、定率法 

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）につ

いては、定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

 14年～47年 

 機械装置及び運搬具 

 11年～14年 

   機械装置及び運搬具 

 10年～14年 

  在外連結子会社は、定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 

 15年～31年 

 機械装置及び運搬具 

 10年 

(ロ）無形固定資産  定額法 

 なお、主な耐用年数は

自社利用のソフトウェア

５年であります。 

同左 

  

同左 

(ハ）賃貸用不動産  定額法 

 なお、主な耐用年数は

建物15年～50年でありま

す。 

同左 

  

同左 

(3）重要な引当金の計上基準    

(イ）貸倒引当金  当社及び国内連結子会

社は、債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一

般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 在外連結子会社は、主

として特定の債権につい

て回収不能見込額を計上

しております。 

同左 

  

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

(ロ）賞与引当金  当社及び国内連結子会

社は、従業員の賞与支給

に備えるため、賞与支給

見込額のうち当中間連結

会計期間が負担すべき額

を計上しております。 

同左  当社及び国内連結子会

社は、従業員の賞与支給

に備えるため、賞与支給

見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上して

おります。 

(ハ）退職給付引当金  当社及び国内連結子会

社は従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計

年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

 在外連結子会社は、確

定拠出型退職年金制度を

採用しております。 

 なお、会計基準変更時

差異については５年によ

る按分額を費用処理して

おります。数理計算上の

差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（10年）

による定率法により、翌

連結会計年度から損益処

理しております。 

 当社及び国内連結子会

社は従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計

年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

 在外連結子会社のうち

シーモア・チュービン

グ・インクは、確定拠出

型退職年金制度を採用し

ております。 

 なお、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年）に

よる定率法により、翌連

結会計年度から損益処理

しております。 

 当社及び国内連結子会

社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会

計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見

込額に基づいて計上して

おります。 

 在外連結子会社は、確

定拠出型退職年金制度を

採用しております。 

 なお、会計基準変更時

差異については５年によ

る按分額を費用処理して

おります。数理計算上の

差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（10年）

による定率法により、翌

連結会計年度から損益処

理しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基

準 

 外貨建金銭債権債務は

中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

 なお、在外連結子会社

等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、中間決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上し

ております。 

同左 

  

 外貨建金銭債権債務は

期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は損益として処理し

ております。 

 なお、在外連結子会社

等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、期末日

の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整

勘定に含めて計上してお

ります。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

(5）重要なリース取引の処理方

法 

 当社及び国内連結子会

社は、リース物件の所有

権が借主に移転すると認

められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた

会計処理によっておりま

す。 

 在外連結子会社は、通

常の売買取引に準じた会

計処理によっておりま

す。 

同左 

  

同左 

(6）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な事項 

   

(イ)消費税等の会計処理  消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

同左 同左 

(ロ）繰延資産の処理方法 ─────   広州友日汽車配件有限

公司の開業費は、開業時

に一括して償却しており

ます。 

─────  

６．中間連結キャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

─────  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 賃貸用不動産の内訳 ※１ 賃貸用不動産の内訳 ※１ 賃貸用不動産の内訳 

土地   21百万円 

建物 1,494百万円 

建物減価償
却累計額 

  709百万円 

土地     21百万円 

建物  1,494百万円 

建物減価償
却累計額 

   737百万円 

土地    21百万円 

建物  1,494百万円 

建物減価償
却累計額 

   723百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額

（簿価） 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額

（簿価） 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額

（簿価） 

建物及び構
築物 

  73百万円 

土地 1,542百万円 

計 1,615百万円 

建物及び構
築物 

   70百万円 

土地 1,542百万円 

計 1,612百万円 

建物及び構
築物 

   71百万円 

土地 1,542百万円 

計 1,613百万円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金  190百万円 

１年以内返
済予定の長
期借入金 

  365百万円 

長期借入金 1,039百万円 

計 1,594百万円 

短期借入金   100百万円 

１年以内返
済予定の長
期借入金 

  218百万円 

長期借入金   829百万円 

計 1,148百万円 

短期借入金   100百万円 

１年以内返
済予定の長
期借入金 

  235百万円 

長期借入金   877百万円 

計 1,212百万円 

住友鋼管（広州）汽車配件有

限公司の金融機関よりの借入

に対し56百万円の債務保証を

行っております。 

      ───── 広州友日汽車配件公司の金融

機関よりの借入に対し29百万

円の債務保証を行っておりま

す。 

  

 ３．受取手形譲渡高   84百万円  ３．受取手形譲渡高    96百万円  ３．受取手形譲渡高  108百万円 

     ─────   ４．債権流動化に伴

う買戻限度額 

  619百万円  ４．債権流動化に伴

う買戻限度額 

 744百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

売上品発送費 1,174百万円

給料及び賃金 436百万円

賞与引当金繰
入額 

81百万円

退職給付費用  63百万円

売上品発送費 1,191百万円

給料及び賃金   410百万円

賞与引当金繰
入額 

  69百万円

貸倒引当金繰
入額 

   14百万円

退職給付費用    70百万円

売上品発送費 2,381百万円

給料及び賃金   968百万円

賞与引当金繰
入額 

   86百万円

貸倒引当金繰
入額 

   44百万円

退職給付費用   123百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

       ───── 土地   45百万円

借地権  11百万円

計   57百万円

機械装置及び
運搬具 

  0百万円

借地権  9百万円

計   9百万円

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築
物 

 0百万円

機械装置及び
運搬具 

28百万円

工具器具及び
備品 

1百万円

計 29百万円

       ───── 建物及び構築
物 

  0百万円

機械装置及び
運搬具 

  139百万円

工具器具及び
備品 

  5百万円

計   145百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預
金 

625百万円

短期貸付金  6,700百万円

現金及び現
金同等物 

 7,326百万円

現金及び預
金 

   217百万円

短期貸付金  10,710百万円

現金及び現
金同等物 

 10,928百万円

現金及び預
金 

    465百万円

短期貸付金 9,543百万円

現金及び現
金同等物 

 10,009百万円

（注）短期貸付金は、当社の申し出

により随時返済を受けることが

できるため、現金及び現金同等

物に含めております。 

（注）短期貸付金は、当社の申し出

により随時返済を受けることが

できるため、現金及び現金同等

物に含めております。 

（注）短期貸付金は、当社の申し出

により随時返済を受けることが

できるため、現金及び現金同等

物に含めております。 

   



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

52 12 40 

工具器具及
び備品 

101 64 37 

その他(無形
固定資産) 

10 3 7 

合計 164 80 84 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

52 18 33 

工具器具及
び備品 

91 64 27 

無形固定資
産 

13 7 5 

合計 156 90 66 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

52 15 37 

工具器具及
び備品 

101 69 32 

ソフトウエ
ア 

12 5 6 

合計 165 89 75 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため支払利子込み法に

より算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内  28百万円

１年超   56百万円

合計    84百万円

１年内    21百万円

１年超     45百万円

合計      66百万円

１年内     26百万円

１年超     49百万円

合計       75百万円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が、有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料   18百万円

減価償却費相当額   18百万円

支払リース料     14百万円

減価償却費相当額     14百万円

支払リース料     32百万円

減価償却費相当額     32百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内  0百万円

１年超  0百万円

合計  0百万円

１年内   0百万円

１年超   -百万円

合計   0百万円

１年内   0百万円

１年超   -百万円

合計   0百万円



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（当中間連結会計期間末） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

        該当事項はありません。 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（前連結会計年度末） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

        該当事項はありません。 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間）（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用してないため、該当事項はありません。 

（当中間連結会計期間）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用してないため、該当事項はありません。 

（前連結会計年度）（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用してないため、該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 5 13 8 

(2)債券    

国債・地方債等 - - - 

社債 - - - 

その他 - - - 

(3)その他 - - - 

合計 5 13 8 

 
前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

固定資産に属するもの  店頭売買株式除く
非上場株式 

243 

 
当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

固定資産に属するもの  非上場株式 237 

 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

固定資産に属するもの  店頭売買株式除く
非上場株式 

237 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、事業領域の特性を考慮して区分しております。 

 （注）２．各事業区分に属する主要な製品等 

鋼管事業 …………… 電線管、溶接鋼管、引抜鋼管、その他 

不動産賃貸事業 …… 事務所等の賃貸 

 
鋼管事業 
（百万円） 

不動産賃貸事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 25,942 100 26,042 - 26,042 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

- - - - - 

計 25,942 100 26,042 - 26,042 

営業費用 25,008 54 25,063 - 25,063 

営業利益 933 45 979 - 979 

 
鋼管事業 
（百万円） 

不動産賃貸事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 31,957 102 32,060 -  32,060 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  

計 31,957 102 32,060 -  32,060 

営業費用 29,430 54 29,484 -  29,484 

営業利益 2,527 48 2,575 -  2,575 

 
鋼管事業 
（百万円） 

不動産賃貸事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 55,097 194 55,291 -  55,291 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  

計 55,097 194 55,291 -  55,291 

営業費用 52,342 109 52,452 -  52,452 

営業利益 2,754 84 2,839 -  2,839 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

（注）国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 20,222 5,820 26,042 - 26,042 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

- - - - - 

計 20,222 5,820 26,042 - 26,042 

営業費用 19,400 5,662 25,063 - 25,063 

営業利益 821 157 979 - 979 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
中国  

（百万円）  
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 24,440 7,576 43 32,060 -  32,060 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  -  

計 24,440 7,576 43 32,060 -  32,060 

営業費用 22,384 6,995 105 29,484 -  29,484 

営業利益（又は△営業損失） 2,056 581 △62 2,575 -  2,575 

 
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 43,896 11,395 55,291 -  55,291 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

-  -  -  -  -  

計 43,896 11,395 55,291 -  55,291 

営業費用 41,381 11,070 52,452 -  52,452 

営業利益 2,515 324 2,839 -  2,839 

 米国 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 5,820 

Ⅱ．連結売上高（百万円） 26,042 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 22.3 



当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注） １．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

     ２．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 米国  中国 計  

Ⅰ．海外売上高（百万円） 7,576 43 7,620 

Ⅱ．連結売上高（百万円）     32,060 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.6 0.2 23.8 

 米国 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 11,395 

Ⅱ．連結売上高（百万円） 55,291 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.6 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 835円61銭

１株当たり中間純利益
金額 

12円51銭

  

１株当たり純資産額 901円93銭

１株当たり中間純利益
金額 

  44円72銭

  

１株当たり純資産額 855円61銭

１株当たり当期純利益
金額 

  38円43銭

  

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 409 1,461 1,256 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
- -  -  

普通株式に係る中間（当期）純利
益 金額（百万円） 

409 1,461 1,256 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,694 32,689 32,693 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

     該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ───── 

  

  

  

 当社は平成17年10月28日開催の取締役会

において、松下電工株式会社と電線管事業

を統合し新会社を設立する旨を決議してお

ります。 

 ───── 

  

  

  

 １.事業統合の目的  

 

  最新の製造設備を持つ当社の製造力と電

設資材業界に幅広く代理店網を持つ松下電

工株式会社の販売力を組み合わせることで

ユーザーの満足度をより高める商品やサー

ビスの提供、効率的な経営を図り、事業の

強化を推進すること。  

 ２.分割する事業内容及び規模  

   鋼製電線管及びその関連製品に係る事業  

   (株式会社エヌピー・エックを含む)  

   売上高 約26億円(前連結会計年度)  

 ３.分割の形態  

   分社型共同新設分割  

 ４.新会社の名称  

   松下電工エスピーティ株式会社（仮称）  

 ５.新会社の設立予定日  

   平成18年４月１日  

 ６.資本金額  

   ４億５千万円（予定）  

 ７.予定出資比率  

   当社 35% 松下電工株式会社 65%  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  190   49   107   

２．受取手形  166   92   126   

３．売掛金  9,171   9,106   8,396   

４．たな卸資産  7,890   9,076   8,503   

５．繰延税金資産  170   245   102   

６．短期貸付金  6,702   10,715   9,546   

７．その他  331   608   1,016   

８．貸倒引当金  △2   △2   △2   

流動資産合計   24,619 58.7  29,892 64.4  27,797 62.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

（1）建物  3,795   3,641   3,719   

（2）機械及び装置  2,919   2,627   2,742   

（3）土地 ※３ 4,836   4,858   4,868   

（4）建設仮勘定  46   83   28   

（5）その他  554   482   503   

有形固定資産合計   12,152 29.0  11,692 25.2  11,860 26.6 

２．無形固定資産   863 2.1  637 1.3  773 1.7 

３．投資その他の資産           

（1）関係会社株式  2,782   2,782   2,782   

（2）その他  1,493   1,422   1,476   

（3）貸倒引当金  △7   △0   △7   

投資その他の資産
合計   4,268 10.2  4,204 9.1  4,252 9.5 

固定資産合計   17,284 41.3  16,534 35.6  16,886 37.8 

資産合計   41,904 100.0  46,427 100.0  44,683 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  2   8   9   

２．買掛金  7,493   9,526   9,308   

３．未払金  1,587   1,625   2,096   

４．未払法人税等  138   1,078   -   

５．賞与引当金  308   331   329   

６．その他 ※２ 1,028   942   861   

流動負債合計   10,557 25.2  13,512 29.1  12,605 28.2 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債  3,288   3,030   3,107   

２．退職給付引当金  1,196   1,266   1,339   

３．預り保証金  141   -   162   

固定負債合計   4,626 11.0  4,296 9.3  4,610 10.3 

負債合計   15,184 36.2  17,808 38.4  17,215 38.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   4,801 11.5  4,801 10.3  4,801 10.7 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  3,880   3,880   3,880   

資本剰余金合計   3,880 9.3  3,880 8.3  3,880 8.7 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  522   522   522   

２．任意積立金  14,614   16,143   14,614   

３．中間（当期）未処
分利益  2,900   3,277   3,654   

利益剰余金合計   18,036 43.0  19,943 43.0  18,791 42.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   4 0.0  - -  - - 

Ⅴ 自己株式   △4 △0.0  △7 △0.0  △5 △0.0 

資本合計   26,720 63.8  28,618 61.6  27,468 61.5 

負債資本合計   41,904 100.0  46,427 100.0  44,683 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

１．製品売上高  19,112   23,329   41,614   

２．不動産事業収入  100   102   194   

   19,212 100.0  23,432 100.0  41,809 100.0 

Ⅱ 売上原価           

１．製品売上原価  16,287   19,283   35,204   

２．不動産事業原価  54   54   109   

   16,341 85.0  19,338 82.5  35,314 84.5 

売上総利益   2,870 15.0  4,094 17.5  6,494 15.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   2,150 11.2  2,162 9.2  4,201 10.1 

営業利益   719 3.8  1,932 8.3  2,292 5.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１  100 0.5  140 0.6  270 0.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２  88 0.5  58 0.3  156 0.4 

経常利益   732 3.8  2,014 8.6  2,407 5.7 

Ⅵ 特別利益 ※３  - -  57 0.2  20 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※４  236 1.2  - -  513 1.2 

税引前中間(当期)
純利益   495 2.6  2,071 8.8  1,914 4.6 

法人税、住民税及
び事業税  102   1,041   778   

法人税等調整額  72 175 0.9 △220 821 3.5 △36 742 1.8

中間（当期）純利
益   319 1.7  1,249 5.3  1,172 2.8 

前期繰越利益   2,566   2,027   2,566  

合併に伴う未処分
利益受入高   14   -   14  

中間配当額   -   -   98  

中間(当期)未処分
利益   2,900   3,277   3,654  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの  

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの  

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）によっております。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

総平均法による原価法 

 ただし、貯蔵品のうち使用

中のロール等については、取

得価額（処分見込額控除後）

の２分の１で評価しておりま

す。 

(2）たな卸資産 

同左 

  

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（付属設

備を除く）については定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 14年～47年

機械及び装置 11年～14年

   

   
  
  

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は自社

利用のソフトウェア５年であ

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）賃貸用不動産 

定額法 

なお、主な耐用年数は建物15

年～50年であります。 

(3）賃貸用不動産 

同左 

  

(3）賃貸用不動産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備える

ため、賞与支給見込額のうち

当中間会計期間が負担すべき

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備える

ため、賞与支給見込額のうち

当期の負担額を計上しており

ます。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異

については５年による按分額

を費用処理しております。数

理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数（10年）に

よる定率法により、翌期から

損益処理しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数（10年）による定率法によ

り、翌期から損益処理してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づいて計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異

については５年による按分額

を費用処理しております。数

理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定年数（10年）によ

る定率法により、翌期から損

益処理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

─────  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累

計額 
      11,300百万円             11,717百万円             11,397百万円 

※２．消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左 ─────  

※３．偶発債務（保証債務）    

シーモア・チュービン

グ・インクの金融機関よ

りの借入に係るもの 

     1,203百万円           2,169百万円           2,148百万円 

  上記の保証については、土地523

百万円に対し抵当権を設定して

おります。 

上記の保証のうち、1,037百万円

については、土地523百万円に対

し抵当権を設定しております。 

上記の保証のうち、1,074百万円

については、土地523百万円に対

し抵当権を設定しております。 

広州友日汽車配件有限公

司（旧社名 住友鋼管

（広州）汽車配件有限公

司）の金融機関よりの借

入に係るもの 

56百万円   81百万円 29百万円 

  ４．受取手形譲渡高    84百万円      96百万円       108百万円 

   ５．債権流動化に伴う買戻限

度額 
─────  619百万円 744百万円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 （百万円） （百万円） （百万円）

※１．営業外収益のうち主要項目    
受取利息  26 29  49  

受取配当金 16 42  101  

受取賃貸料 52 47  105  

※２．営業外費用のうち主要項目    
受取賃貸料費用 36 32  63  

製品補償費 40 -  62  

固定資産除却損 - 12  -  

※３．特別利益のうち主要項目    
投資有価証券売却益 - -  11  

固定資産売却益 - 57  9  

※４．特別損失のうち主要項目    
役員退職金 16 -  16  

建物及び構築物除却損 0 -  0  

機械及び装置除却損 8 -  69  

工具器具備品除却損 1 -  4  

退職給付会計基準変更時差

異処理額 
210 -  421  

 ５．減価償却実施額    
有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

（賃貸用不動産） 

計 

416 

134 

14 

  

564 

363 

138 

14 

  

516 

830 

268 

28 

  

1,127 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間会計期間末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

49 10 38 

車両運
搬具 

3 1 1 

その他
(有形固
定資産) 

37 28 8 

合計 90 41 48 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額及び中間会計期間

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

49 16 32 

車両運
搬具 

3 1 1 

その他
(有形固
定資産) 

27 17 9 

無形固
定資産 

2 0 2 

合計 81 35 45 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 

(百万円)

機械及
び装置 

49 13 35 

車両運
搬具 

3 1 1 

その他
(有形固
定資産) 

36 28 8 

ソフト
ウエア 

1 0 1 

合計 90 43 46 

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産の中間会

計期間末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

同左 

  

  

  

  

  

  

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

２．未経過リース料中間会計期間

末残高相当額等 

 未経過リース料中間会計期末

残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

 １年内   12百万円

１年超   36百万円

合計   48百万円

１年内    11百万円

１年超     34百万円

合計     45百万円

１年内     11百万円

１年超     35百万円

合計     46百万円

 （注）未経過リース料中間会計期

間末残高相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産の中間会

計期間末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料   10百万円

減価償却費相
当額 

  10百万円

支払リース料     6百万円

減価償却費相
当額 

    6百万円

支払リース料     17百万円

減価償却費相
当額 

    17百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額  817円27銭

１株当たり中間純利益
金額 

   9円78銭

１株当たり純資産額 875円51銭

１株当たり中間純利益
金額 

  38円24銭

１株当たり純資産額  840円25銭

１株当たり当期純利益
金額 

  35円85銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益金額（百万円） 319 1,249 1,172 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -  -  

普通株式に係る中間（当期）純利益金額（百万
円） 

319 1,249 1,172 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,694 32,689 32,693 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ───── 

  

  

  

 当社は平成17年10月28日開催の取締役会

において、松下電工株式会社と電線管事業

を統合し新会社を設立する旨を決議してお

ります。 

 ───── 

  

  

  

 １.事業統合の目的  

 

  最新の製造設備を持つ当社の製造力と電

設資材業界に幅広く代理店網を持つ松下電

工株式会社の販売力を組み合わせることで

ユーザーの満足度をより高める商品やサー

ビスの提供、効率的な経営を図り、事業の

強化を推進すること。  

 ２.分割する事業内容及び規模  

   鋼製電線管及びその関連製品に係る事業  

   売上高 約25億円(平成17年３月期)  

 ３.分割の形態  

   分社型共同新設分割  

 ４.新会社の名称  

   松下電工エスピーティ株式会社（仮称）  

 ５.新会社の設立予定日  

   平成18年４月１日  

 ６.資本金額  

   ４億５千万円（予定）  

 ７.予定出資比率  

   当社 35% 松下電工株式会社 65%  



(2）【その他】 

 中間配当（商法第293条ノ５の規定に基づく金銭の分配） 

 平成17年11月９日開催の取締役会において第150期の中間配当を次のとおり行うことを決議いたしました。 

中間配当総額 130百万円

１株当たり中間配当金 ４円00銭



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第149期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出して

おります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成16年12月10日

住友鋼管株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大中 康行   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 川島 繁雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友鋼

管株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、住友鋼管株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成17年12月８日

住友鋼管株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大中 康行   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 川島 繁雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友鋼

管株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、住友鋼管株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成16年12月10日

住友鋼管株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大中 康行   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 川島 繁雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友鋼

管株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第149期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、住友鋼管株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成17年12月８日

住友鋼管株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 大中 康行   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 川島 繁雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友鋼

管株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第150期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、住友鋼管株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 
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